
平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 11月 21日

上   場   会   社   名       ＮＫＫ(日本鋼管株式会社) 上場取引所東 大 名 福 札

コード番号       5404 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 秘書部広報企画グループマネージャー 東京都

                氏             名　　　　　　　　　　　　　　奥津伸司 TEL (03) 3217 - 2140
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 21日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成   年   月   日

１. 13年 9月中間期の業績(平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）

(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 435,313 △ 2.7 9,334 △ 56.6 4,118 △ 74.4
12年 9月中間期 447,486 △ 0.1 21,514 44.7 16,106 208.7
13年 3月期 1,010,190 58,700 47,451

百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 △ 3,079 - △ 0.90
12年 9月中間期 3,166 16.1 0.92
13年 3月期 1,526 0.44
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期  3,407,155,464 株   12年 9月中間期  3,407,165,634 株   13年 3月期  3,407,165,634 株

　　    13年9月中間期の期中平均株式数は自己株式数控除後のものです。

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金  (注)13年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当            0 円 00 銭

13年 9月中間期 0.00 －    特別配当            0 円 00 銭

12年 9月中間期 0.00 －
13年 3月期 － 0.00

(3)財政状態
株主資本比率 １株当たり

株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 1,682,448 383,798 22.8 112.64
12年 9月中間期 1,755,463 408,821 23.3 119.98
13年 3月期 1,819,437 395,801 21.8 116.16
(注)①期末発行済株式数    13年 9月中間期  3,407,162,428 株   12年 9月中間期  3,407,165,634 株   13年 3月期  3,407,165,634 株

　   ②期末自己株式数    　 13年 9月中間期  3,206株

　　    13年9月中間期の期末発行済株式数は自己株式数控除後のものです。

２. 14年 3月期の業績予想(平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日)
　

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 960,000 11,000 0 - -
(参考）１株当たり予想当期純利益（通期）                0 円   00銭

(注）1株当たり年間配当金につきましては未定であります。

当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

（当 期）純 利 益

総  資  産 株  主  資　本

 売   上   高 経　常　利　益

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期)純利益 １ 株 当 た り 中 間
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１．中間損益計算書 

 

          

科              目 

前中間会計期間 

(自 平成12年４月１日至 平成12年９月30日) 
当中間会計期間 

(自 平成13年４月１日至 平成13年９月30日) 

 

 

増  減 
 

 

前 事 業 年 度         

(自 平成12年４月１日至 平成13年３月31日) 

 
( 経 常 損 益 の 部 )            百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  百万円 ％ 

売 上 高            447,486  100.0 435,313  100.0 △ 12,173  1,010,190  100.0 

 
 売 上 原 価           △   364,673 

 △   371,714  △  7,041  △   828,353  

 
 販売費及び一般管理費           △    61,298 

 △    54,264    7,034  △   123,136  

  営 業 費 用           △  425,971  △   425,978  △      7  △   951,489  

営

業

損
益

の
部
営 業 利 益            21,514      4.8 9,334    2.1 △ 12,180  58,700    5.8 

 
 受取利息及び配当金           3,176  3,062  △    114  4,659  

 
 そ の 他 の 収 益            8,621  10,130  1,509  20,491  

  営 業 外 収 益            11,797  13,193  1,396  25,151  

 
 支 払 利 息           △    11,722  △    11,296  426  △    23,632  
 
 そ の 他 の 費 用           △     5,482  △     7,113  △  1,631  △    12,768  

営
業

外
損

益

の
部 
  営 業 外 費 用            △    17,205  △    18,409  △  1,204  △    36,400  

   経 常 利 益            16,106    3.6 4,118    0.9 △ 11,988  47,451    4.7 

( 特 別 損 益 の 部 )                 
 

  

  固 定 資 産 売 却 益            5,007  1,367  △  3,640  64,454  

  投資有価証券売却益            4,213  38  △  4,175  24,586  

  子 会 社 株 式 売 却 益            7,653  312  △  7,341  8,049  

  退職給付信託設定益            6,363  -  △  6,363  6,363  

   特 別 利 益                23,239  1,718  △ 21,521  103,454  

  固 定 資 産 廃 却 損 失            -  -  -  △     9,193  

  投 資有価証券売却損            -  △       981  △    981  -  

  投資有価証券等評価損            △     6,901  △     1,321  5,580  △     9,303  

  投 資 等 整 理 損 失            -  -  -  △    91,966  

  退職給付引当金繰入額            △    15,101  △     5,097  10,004  △    20,199  

  特 別 退 職 損 失            △     5,663  △     4,377  1,286  △    10,865  

   シームレス共同事業化に伴う                    

        資産譲渡等損失 △     7,189  -  7,189  △     7,189  

   特 別 損 失            △    34,855  △    11,778  23,077  △   148,717  

 税引前中間(当期)純利益             4,489    1.0 △     5,941 △  1.4 △ 10,430  2,187    0.2 

 法人税、住民税及び事業税             -  -  -  △    10,500  

 法 人 税 等 調 整 額             △     1,323  2,861  4,184  9,838  

 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益             3,166    0.7 △     3,079 △  0.7 △  6,245  1,526    0.2 

 前 期 繰 越 利 益              3,775  4,711  936  3,775  

 中間 (当期 )未処分利益             6,941  1,631  △  5,310  5,301  

（注）普 通 償 却 実 施 額            (前中間会計期間) (当中間会計期間)   (前 事 業 年 度) 

 （ソフトウェアを含む）     37,524 百万円     32,741 百万円       72,054 百万円 
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２．中間貸借対照表 

(平成13年9月30日現在) 

科   目 平成13年3月末 平成13年9月末 増 減 平成12年9月末 科   目 平成13年3月末平成13年9月末 増 減 平成12年9月末 

( 資 産 の 部 )          百万円 百万円 百万円 百万円 ( 負 債 の 部 )          百万円 百万円 百万円 百万円 

 流 動 資 産          546,227 411,577 △134,650 453,396  流 動 負 債        573,380 451,589 △121,791 565,925 

現 金 及 び 預 金 87,068 3,469 △ 83,599 7,801 支 払 手 形 105 49 △     56 42 

預 け 金 - 3,000   3,000 - 買 掛 金 222,095 187,799 △ 34,296 174,563 

受 取 手 形 3,648 1,242 △  2,406 2,270 短 期 借 入 金 53,082 92,811  39,729 94,205 

売 掛 金 170,699 123,748 △ 46,951 141,984 コマーシャル・ペーパー - - - 10,000 

製品・半製品・仕掛品 116,927 135,236 18,309 139,410 一年以内に償還の社債 103,000 - △103,000 138,000 

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 92,345 90,372 △  1,973 93,309 未払金・未払費用 104,606 72,578 △ 32,028 82,742 

繰 延 税 金 資 産 24,110 20,070 △  4,040 14,678 未 払 法 人 税 等 10,212 - △ 10,212 - 

その他の流動資産 52,219 35,086 △ 17,133 54,765 前 受 金 40,569 60,465  19,896 57,864 

貸 倒 引 当 金 △    790 △    647 143  △    823   債務保証損失引当金 35,435 34,538 △    897 3,869 

 固 定 資 産           1,273,209 1,270,871 △  2,338 1,302,066 その他の流動負債 4,273 3,346 △    927 4,637 

  有形固定資産        820,062 801,134 △ 18,928 820,356  固 定 負 債        850,255 847,061 △  3,194 780,716 

建 物 及 び 構 築 物 235,775 222,024 △ 13,751 237,797 社 債 281,000 311,000 30,000 250,000 

機 械 及 び 装 置 377,244 368,815 △  8,429 381,234 長 期 借 入 金 457,694 423,714 △ 33,980 417,829 

土 地 186,890 186,311 △    579 182,493 退 職 給 付 引 当 金 56,792 57,169 377 56,754 

その他の有形固定資産 20,152 23,982   3,830 18,831 特 別 修 繕 引 当 金 39,919 40,712 793 38,957 

  無形固定資産        18,154 17,204 △    950 20,589 その他の固定負債 14,849 14,465 △    384 17,175 

  投 資 等        434,992 452,531  17,539 461,120          

投 資 有 価 証 券 143,133 133,849 △  9,284 147,495 負    債 合計 1,423,635 1,298,650 △124,985 1,346,641 

子会社株式及び出資金 256,989 265,498   8,509 289,012      

長期繰延税金資産 19,903 33,292  13,389 9,899 ( 資 本 の 部 )           
 

 

 

そ の 他 の 投 資 等 33,620 38,164   4,544 76,205  資 本 金          233,731 233,731 - 233,731 

貸 倒 引 当 金 △ 18,653 △ 18,274 379 △ 61,492  法 定 準 備 金          134,807 134,807 - 134,807 

    資 本 準 備 金 95,509 95,509 - 95,509 

    利 益 準 備 金 39,298 39,298 - 39,298 

     剰 余 金          24,986 21,906 △  3,080 26,626 

    任 意 積 立 金 19,684 20,274 590 19,684 

    中間（当期）未処分利益 5,301 1,631 △  3,670 6,941 

    （中間(当期)純利益） (  1,526) (△ 3,079) (△ 4,605) (  3,166) 

     その他有価証券評価差額金 2,276 △  6,646 △  8,922 13,656 

     自 己 株 式        - △      0 △      0 - 

 

    資    本 合計 395,801 383,798 △ 12,003 408,821 

資    産 合計 1,819,437 1,682,448 △136,989 1,755,463 負債及び資本 合計 1,819,437 1,682,448 △136,989 1,755,463 
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［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項等］ 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

子会社株式および関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるもの

は中間決算日前１ヶ月の市場価格の平均に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）、時価のないものは移動平均法による原価法を採っている。 

(2)棚卸資産 

製品・半製品・原材料については移動平均法による原価法、仕掛品及び半成工事については個別法による原  

価法、貯蔵品については、鋳型及びロールは個別法、その他は総平均法による原価法を採っている。 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

京浜製鉄所および福山製鉄所の機械及び装置ならびに平成 10 年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を

除く）は定額法、その他は定率法を採っている。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

建物及び構築物    10 年～60 年 

機械装置及び運搬具  7 年～15 年 

    (2)無形固定資産 

定額法を採っている。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によってい

る。 

 

3. 引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上している。 

(2)債務保証損失引当金 

債務保証等に係る損失に備え、被保証先の財務状況等に基づいて、損失負担見込額を計上している。 

(3)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生していると認められる額を計上している。 

会計基準変更時差異 60,981 百万円については、10,003 百万円を退職給付信託への株式拠出により一括償却

し、残額は５年による按分額を費用処理しており、特別損失に表示している。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしている。 

(4)特別修繕引当金 

高炉および熱風炉の周期的な煉瓦巻替修理等に要する費用の支出に備え、前回の修理実績費用、修理間隔期       

間等に基づいて、将来の修理費用見積額を計上している。 

 

4. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

      中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。 

 

5. リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
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6. 消費税等の会計処理 

      消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

7. 預け金は、金融機関以外に対する資金の寄託である。 

 

8. 有形固定資産から控除した減価償却累計額                                

  （平成12年9月末      ）2,224,772 百万円  （平成13年3月末      ）2,246,016 百万円  （平成13年9月末      ）2,262,241 百万円 

 

9. 自己株式 

      当中間期より、自己株式を資本に対する控除項目として資本の部に記載している。 

      なお、平成 12 年 9 月末および平成 13 年 3 月末は、その他の流動資産に含めて表示している。 

   （平成12年9月末      ） 6 千 株    0 百万円  （平成13年3月末      ） 17 千株 1 百万円  （平成13年9月末      ） 3 千株 0 百万円 

 

10. 保証債務 

  （平成12年9月末      ）  125,559 百万円  （平成13年3月末      ）   51,895 百万円  （平成13年9月末      ）   40,640 百万円 

なお、平成 12 年 9 月末の金額のうち、50,926 百万円は当社従業員の住宅資金借入に対する保証債務など、

担保提供等を受けているものであり、平成 13 年 3 月末の金額のうち、2,688 百万円、平成 13 年 9 月末の金額

のうち、2,590 百万円は他者が再保証等により負担する額である。 

    受取手形裏書譲渡高 

  （平成12年9月末      ）       - 百万円  （平成13年3月末      ）       25 百万円  （平成13年9月末      ）       50 百万円 

 

11. 支払利息には、コマーシャル・ペーパー利息を含んでいる。 
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３．リース取引に関する注記 

 

 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

 

 1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および中間会計期間末残高相当額（利子込み法） 

 

前 中 間 会 計 期 間 

(
自 平成12年4月１日
至 平成12年9月30日) 

当 中 間 会 計 期 間 

(
自 平成13年4月１日
至 平成13年9月30日) 

前 事 業 年 度         

(
自 平成12年4月１日
至 平成13年3月31日) 

 

取 得 価 額

相 当 額 

減価償却累

計額相当額 

中 間 会 計 

期間末残高

相 当 額 

取 得 価 額

相 当 額 

減価償却累

計額相当額 

中 間 会 計 

期間末残高

相 当 額 

取 得 価 額

相 当 額 

減価償却累

計額相当額 

期 末 残 高

相 当 額 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

建 物 及 び 構 築 物 23 22 0 - - - - - - 

機 械 及 び 装 置 89 52 37 84 64 20 84 56 28 

その他の有形固定資産 1,148 615 532 1,444 671 772 1,525 644 880 

無 形 固 定 資 産 192 105 87 192 143 49 192 124 68 

合    計 1,454 795 658 1,721 879 841 1,802 824 977 

 

 

 2.未経過リース料中間会計期間末残高相当額 

 

 

前 中 間 会 計 期 間 

(
自 平成12年4月１日
至 平成12年9月30日) 

当 中 間 会 計 期 間 

(
自 平成13年4月１日
至 平成13年9月30日) 

前 事 業 年 度         

(
自 平成12年4月１日
至 平成13年3月31日) 

 百万円 百万円 百万円 

１ 年 以 内 255 272 306 

１ 年 超 403 569 670 

合    計 658 841 977 

 

 

 3.支払リース料（減価償却費相当額） 

 

 

前 中 間 会 計 期 間 

(
自 平成12年4月１日
至 平成12年9月30日) 

当 中 間 会 計 期 間 

(
自 平成13年4月１日
至 平成13年9月30日) 

前 事 業 年 度         

(
自 平成12年4月１日
至 平成13年3月31日) 

 百万円 百万円 百万円 

減価償却費相当額 157 161 319 

 

 

 

 

 

 

 

－27－ 

日本鋼管（株）



＜単独＞ 
 

－28－ 

 

４.有価証券に関する注記 

 

 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

 

1. 前中間会計期間末（平成 12 年９月 30 日） 

 

 

 
中間貸借対照表計上額         時       価 差       額 

百万円 百万円 百万円 
子会社株式および関連会社株式 

 4,312  13,729  9,416 

 

2. 当中間会計期間末（平成 13 年９月 30 日） 

 

 

 
中間貸借対照表計上額         時       価 差       額 

百万円 百万円 百万円 
子会社株式および関連会社株式 

       4,495       13,038        8,542 

 

3. 前事業年度末（平成 13 年３月 31 日） 

 

 

 
貸借対照表計上額         時       価 差       額 

百万円 百万円 百万円 
子会社株式および関連会社株式 

       4,495       13,595        9,099 

 

日本鋼管（株）
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